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· 今後の事業計画について

＜文部科学省からの要望事項＞

1． サイバー大学が多数設置されている韓国の状況についての調査

2． 各国の大学設置基準ならびに大学通信教育設置基準について

3． 遠隔教育に関する国の支援策の実態

4． 大学教育における遠隔教育の位置づけ、特に遠隔教育の効果や影響

5． 今年度（2008年3月まで）の調査研究期間内においても一定の成果が必要

6． ３年間の委託事業計画であるが、２年間で成果は出せないか。

＜当初計画の変更点＞（文部科学省からの要望事項を受けて）

1． 事業計画の計画年度

３年（２年４ヶ月）計画→２年（１年４ヶ月）計画：2007年12月より2009年3月

→　最終年度の国際研究集会の縮小あるいはとりやめ。予算は総額二千万円程度。

2． 事業計画の重点領域

比較調査の対象として「韓国」を重点領域に加える。

→　「世界の遠隔教育に関する全方位調査」における調査対象国・教育省・地域および担当において「韓国Cyber Universityと教育・人的資源開発省（Ministry of Education & Human Resources Development）」を追加。

3． 事業計画の今後のあり方（全体としては当初計画を縮小した形で進める）

特に第３部門に関する調査研究における一定の成果を最初に出す。

→　各国の大学設置基準ならびに大学通信教育設置基準の調査（2008年3月まで）
→　特に多数のCyber Universityが設置されている韓国における政府の政策実態
· 事業計画の方針と最終目標（村山の私見）

　英国政府（Higher Education Academy）のe-Learningへの対応実態とその歴史を観察するならば、2000年頃には、過度なe-Learningへの期待が存在し、積極的な多くの施策が試みられた。しかしその後、e-Learningの限界も明確化され、2005年から2010年にかけてのStrategic Planでは、e-Learningはそれほど全面に打ち出されているわけではなく、e-Learningの新たな棲み分けとむしろ広義の遠隔教育の展開が期待されるようになってきている。

　それに対して韓国政府の場合、2000年頃から現在に至まで、Cyber Universityへの積極策を展開し、政府の積極的な施策が続いているように思われる。日本の場合も、経済産業省を中心に積極策を展開している場合があり（経済産業省商務情報政策局情報処理振興課編『eラーニング白書　2007／2008年版』（東京電機大学出版局、2007年8月）、実際、福岡アジアビジネス特区の一環で、キャンパスのない、日本で最初のサイバー大学株式会社が設立された。しかし、それはあくまでも経済特区における事例であり、大学教育のあり方を調整・管理している文部科学省においては、今後、大学設置基準の見直しに着手するかどうかについては、躊躇するところがあるようである。事実、今年、日本のサイバー大学における携帯端末の利用による大学教育の実現は認められなかった。いずれにしても、日本政府においても、今後の大学教育に関わる世界の状況、情報の整理と指針の確立が急務となっている。
　しかし、ビジネスとしてのサイバー大学・ICT（Information and Communications Technology）奨励（経済産業省）対最高学府としての大学の質の確保（文部科学省）という対抗関係は必ずしもオールタナティブな枠組みとして考える必要はないであろう。ブロードバンド普及を前提条件として、種々の学問分野における特性あるいはトレーニング型教育が向いているMBAと実地教育やディスカッションが重視される教育分野などの個性に従った柔軟な対応が必要になると考える。その意味でそれぞれの学問分野からみた検討も必要である。
